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バンコク産業情報センター 

小関真人 

 

タイの電気自動車政策と EV 市場 

～新たな EV 振興策と国内の EV 販売動向～ 

一般調査報告書 

 

要旨 

自動車の電動化はグローバルトレンドです。タイでは 2022 年 2 月 15 日に新たな EV 振興策が閣議決定され

ました。電動化の流れにスムーズに対応し、これまで蓄積してきた自動車産業の集積を将来にわたり維持するこ

とができるのでしょうか？そこで今回のレポートでは、①今回発表された EV 振興策と、②タイ国内の自動車市場

における EV 販売動向を整理するとともに、③3 月下旬から 4 月上旬にかけて実施された第 43 回バンコク国際モ

ーターショーの実施状況とその後の各メーカーの EV に関連した動向を報告します。

 

1. タイにおける新たな EV 振興政策 

 自動車の電動化に向けたメーカーの方針発表や技

術開発が進む中、自動車産業の集積維持や将来の産

業力発展を目指した国・地域間の投資誘致競争が始

まっています。タイでは 2021 年 3 月に設定した「2030

年までに乗用車及びピックアップトラックに係る年間自

動車生産台数の 30%をゼロエミッションカーとする（通

称：30＠30）」という政策目標を打ち立てており、投資

恩典などを運用してきました（2021 年 5 月 1 日付け一

般調査報告書参照）。 

 欧米や中国などと比較して電動車市場が未発達な

地域では、自動車メーカーに対する投資促進に加え

て、充電インフラの整備や購入を補助することによる市

場の活性化も必要です。タイでは本年 2 月 15 日、EV

購入への補助などを含む 2022 年から 2025 年までの

EV 振興策が閣議決定されました（表 1）。 

 今回の振興策では対象期間が 2022 年から 2023 年

までと 2024 年から 2025 年までの 2 区分に分けられま

す。前半の 2 年間は EV 利用の普及促進、即ち国内

市場の活性化に注力し、その間に EV 関連の投資を

期待します。後半の 2 年はタイ国内で生産した EV の

利用促進に注力するロードマップです。 
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 政策の 1 つ目は EV の輸入関税引き下げです。引き

下げ幅は小売価格とバッテリー容量で異なるものの、

当該制度が導入されれば完成車 EV を日本から輸入

する現行関税：20%は、2023 年まで 0%となります。 

 国内の EV 市場を活性化させるため、購入時の補助

金と物品税の減免が実施されます。補助金の額は、小

売価格とバッテリー容量によって異なります。乗用車の

場合、価格が 200 万 THB 以下かつ 30kWh 以上の EV

が最も多くの補助金を支給されることから、高級車や小

型 EV などの特殊な車両ではなく、一般的に使用され

る EV を普及させたい意図が感じられます。乗用車は

輸入車も補助金や物品税減免の対象であるのに対し、

ピックアップトラックはタイで組み立てられた車両に限

定されている点から、タイの産業におけるピックアップト

ラックの重要性を感じます。 

 ただし、これらの恩典を受けるためには、2024 年以

降にタイで EV 生産を開始する必要があり、2024 年か

ら生産の場合は 2 ヵ年で輸入した EV と同数、2025 年

から生産の場合は 1.5 倍の生産が義務付けられます。

タイに EV 生産を根付かせるためには、バッテリー、モ

ーターなどの重要部品をタイ国内で生産するサプライ

チェーンの再構築が不可欠です。2025 年まではこれら

重要部品の輸入関税が免除され、EV の最終生産工

程に係る投資を促進する一方で、2026 年以降は徐々

に重要部品もタイ国内での生産を求める方針です。 

 日系メーカーはタイでも HV や PHV を製造してカー

ボンニュートラルへの貢献を試みています。しかしなが

ら今回の制度では、HV 及び PHV は内燃機関車の一

部として取り扱われるため、恩恵の対象外です。また、

日本で製造した EV をタイに輸入するにしても、各社の

製品中に、タイ市場のニーズに合致した商品ラインナ

ップは限定的です。更に、2022、23 年に輸入した台数

が少数であっても、2024 年以降にタイ国内で同数以

上の生産を求められるのは、現時点でタイにおける EV

生産計画の無いメーカーにとって厳しい要件です。 

 

2. タイ国内における EV 販売動向 

 図1にタイでのEV新車登録台数の推移を示します。

2010 年から登録が始まり、2019 年以降の登録台数が

急増しているものの、昨年の登録台数は 2,120 台、自

動車全体の新車登録台数における EV のシェアは

0.23%に留まっており、今のところ少数です。 

図 1 タイにおける EV 新車登録台数の推移 
出所：タイ運輸省陸運局 

 2021 年の車種別 EV 登録ランキングを表 2 にまとめ

ました。タイの大手財閥である CP グループと中国自動

車大手の上海汽車が合弁事業で製造する MG ブラン

ドの存在感が目立ちます。2 モデルの EV を展開し、タ

イ国内における EV シェアの半分を占めています。当

社は中国で製造した EV を ASEAN-中国間の FTA に

基づき、関税なしでタイへ輸入しています。そのため同

等のスペックを有する日産 LEAF などと比較して安価

に販売することが出来ています。タイでの EV 生産計

画も公表しており、タイ投資委員会は 2021 年 12 月に

37 億 THB の投資計画を承認しました。この計画による

と、EV 及びバッテリーの生産工場を整備し、2023 年末

までに稼働を開始する予定です。 

表 2 2021 年 タイの EV 新車登録台数ランキング 
 

ブランド モデル 台数 価格 
(万 THB) 

電池 
容量 
(kWh) 

航続
距離 
(km) 

最高 
速度 

(km/h) 

1 MG ZS-EV 630 119 45 337 140 
2 MG EP 438 99 50 380 185 
3 ポルシェ TAYCAN 205 739 79 408 250 
4 ボルボ XC40 200 259 78 418 180 
5 テスラ MODEL3 186 429 62 500 260 
6 FOMM FOMM ONE 109 65 12 160 80 
7 日産 LEAF 61 149 40 311 144 
8 Audi E-TRON SB 29 530 95 463 200 
9 テスラ MODELX 24 330 100 560 250 
10 Audi E-TRON55 19 510 95 417 200 
－ Takano TTE-500 5 44 11 120 60 
－ GWM ORA Ultra － 120 63 500 152 
－ GWM ORA Pro － 106 48 400 152 
－ GWM ORA Tech － 99 48 400 152 

出所：タイ運輸省陸運局及び各社の HP などより作成 
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 タイに進出する中国系メーカーでもう 1 社注目されて

いる長城汽車：GWM も 2021 年末より EV の販売を開

始しています。陸運局への登録は 2022 年からのようで、

表 2 のランク外とはなりますが、当社発表では年末の

短期間で ORA シリーズの EV を 462 台売り上げたた

め、2022 年を通じた EV 市場への影響は大きいと思わ

れます。 

 販売価格、電池容量、航続距離などの製品仕様を

比較すると、販売されている EV は大きく 3 つに分類で

きます。1 つ目は MG や GWM が得意な一般市場向

けの EV。100 万 THB（≒350 万円）前後の価格で

400km 程度の航続距離を有し、一般的な内燃機関車

の代替えを担うセグメントです。2 つ目はプレミアム EV。

テスラ、ポルシェ、Audi などのラグジュアリーブランドが

優勢なセグメントです。そして 3 つ目は日系新興メーカ

ーの FOMM や TAKANO AUTO も参入しているコン

パクト EV。安価な価格設定にて短距離の移動や運搬

での使用を想定するものです。 

 今回の EV 振興策を通して政府の思惑通り、タイ国

内の EV 市場は活性化されるのでしょうか？また、販売

が伸びるのはどのセグメントなのでしょうか？そして、日

系メーカーは EV 市場で先行する中国系メーカーに対

し、どのように巻き返しを図るのでしょうか？個人的に

は、新興国市場に安価なコンパクト EV が大量導入さ

れると、価格破壊が生じて自動車産業のビジネスモデ

ル自体が転換する恐れがあるのではと脅威を感じてい

ます。 

 

3. バンコク国際モーターショーとその後の展開 

 2022 年 3 月 23 日から 4 月 3 日までバンコク郊外の

展示場 IMPACT において第 43 回バンコク国際モータ

ーショーが開催されました（図 2）。新型コロナウイルス

オミクロン株の感染拡大でタイにおける最多感染者数

を更新する中でも、大きな規制なく大規模イベントが実

施されたことは with コロナを象徴する出来事です。主

催者の発表では、1,578,898 人が来場し、自動車予約

台数は昨年度よりも 14.4%多い 31,896 台となりました。

メーカー別の予約台数ランキングでは、Top10 に 1 位

のトヨタ自動車をはじめ日系メーカー7 社が名を連ねま

した（表 3）。 

図 2 第 43 回バンコク国際モーターショー会場の様子 
平日にも関わらず自動車の購入を検討する来場者が多数。入
場にはワクチン接種証明の提示が求められたものの、大きな
制約はなかった。 

表 3 バンコク国際モーターショーメーカー別予約台数 
順
位 メーカー 予 約 台

数 
順
位 メーカー 予 約 台

数 

1 TOYOTA 5,128 6 MG 2,324 

2 HONDA 3,019 7 SUZUKI 2,204 

3 MAZDA 2,906 8 MERCEDES 2,102 

4 ISUZU 2,594 9 FORD 1,797 

5 MITSUBISHI 2,553 10 NISSAN 1,620 

 ※GWM：予約件数 1,520 台 うち EV が 1,136 台 

 タイ政府が EV 振興策を取りまとめた直後のモーター

ショーということもあり、EV の販売が好調で、その販売

台数は全体の 1 割を超えました。補助金や物品税の

減免を活用した MG 及び GWM が車両販売価格を大

幅に下げた影響もあり、両社のみで 2021 年の年間 EV

登録台数に相当する 2,000 台以上の予約を記録しまし

た（図 3）。表 4 で一般的な内燃機関車と EV のコストを

比較してみました。ガソリン代は 4 月 4 日時点の 20％

エタノール含有燃料の市場価格を、電気代は夜間電

力値引きを反映しない通常契約価格の上限額をそれ

ぞれ採用しました。 
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図 3 MG の EV に集まる来場者 

 MG と GWM の EV は値引きの影響が大きく、販売

価格の段階で同等クラスの内燃機関車（ICE）と遜色な

い価格帯です。EV は ICE と比較して、1km を走行す

るのに要する費用が 3 分の 1 程度であること、オイル

交換が不要などメンテナンスが安価であることを加味

すると、10 万 km 走行した場合の EV コストパフォーマ

ンスは更に向上します。なお、製品スペックが同等の

日産 LEAF は、EV 振興政策を未活用のため、販売価

格が高い印象は否めません。 

 一度に走れる航続距離が短い、長期間使用した場

合の品質劣化が未知数、中古車として販売する際の

査定金額が安い傾向にあるといったデメリットはあるも

のの、使い方によっては EV が魅力的な商品になった

ことを実感します。モーターショー後には、MG の 2022

年第 1 四半期における EV の予約台数が 4,500 台を

記録したとか、GWM の EV 累計予約件数が 3,500 台

を超えたものの、半導体やバッテリーの不足を理由に

EV の予約を一時停止するといった報道もあります。生

産面の不安定さを残しつつも、EV が実用的な製品と

して市場に受け入れられている証左ではないでしょう

か。 

図 4 Foxconn と PTT の EV プラットフォーム 

 会場では台湾の鴻海精密工業（Foxconn）とタイ国営

石油 PTT が連携して製造する EV プラットフォームも

披露されていました（図 4）。担当者にヒアリングしたとこ

ろ、バッテリー容量：90kWh、フル充電後の航続距離：

700 ㎞との回答でした。モデル的に車体まで作りこんだ

デモカーも並んでいましたが、大型で高級感ある印象

でした。タイで販売されている他の EV と仕様を比較す

ると、プレミアムセグメントの EV になりそうです（表 2）。

公表されている計画によると、当該プロジェクトでは

2024 年に年産 5 万台で操業を開始し、将来は生産能
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力を 15 万台に増強するとのことです。 

 4 月 29 日には、トヨタ自動車が日本勢で初めて EV

振興策の適用を受けることを発表しました。2022 年内

に量産 EV「bZ4X」をタイへ輸入する計画です。これま

で EV 振興策の活用は中国勢に限定さてており、タイ

自動車産業のメインプレイヤーである日系 OEM の動

向が注視されていたため、この発表はタイ政府としても

歓迎されるものです。トヨタ自動車のホームページ情報

では、bZ4X の参考価格は 600 万円、日本国内ではリ

ース専用車両として 5 月中旬から申し込みを受け付け

るとのこと。フル充電時の航続距離は 559 ㎞で、10 年

間 20 万 km 及び充電量・新車比 70%のバッテリー保

証が付随することから品質の高さが推測されます。コス

トパフォーマンスの良さもあり販売を伸ばす中国系 EV

との競争を優位に進めるためには、品質の高さに加え

て、価格戦略や bZ4X に続く車種展開のスピードが求

められます。インドネシアでの中国・韓国企業のバッテ

リー生産計画、ベトナムのビンファーストによるアメリカ

での EV 生産計画など周辺国でも EV に関連した動き

が活発になっています。今後も当地の自動車産業や

EV 市場の動向に注目です。 

 

4. おわりに 

 5 月 22 日にバンコク都知事選挙の投票が予定され

ています。タイの地方自治体の知事は、多くが内務省

の官僚が任命されており、直接選挙で選ばれる自治

体はバンコク都とパタヤ市に限られます。通常の知事

任期は 4 年ですが、2014 年のクーデター以降は選挙

の見送りが続き、今回は 2013 年 3 月以来、9 年ぶりの

都知事選挙。史上最多の 31 人が立候補しました。 

 驚かされたのは選挙看板です。日本では選挙管理

委員会が設置した指定場所にポスターを整然と張るイ

メージですが、バンコクの街中は違います。あっという

間に道路の至る所に多数の選挙看板が現れました

（図 5）。サイズは規定内であれば比較的自由なようで、

大小さまざま。これらが歩道の柱や街路樹に針金で固

定されています。歩道を歩く際には道の凸凹に加え、

看板の角にも注意が必要です。曲がりくねった街路樹

に看板を固定するのは難しく、強い風が吹いた後に倒

れるもの、そして落書きや破損されたものも増えてきま

した。 

 週末の公園には特設ステージが設けられ、候補者が

演説を行う姿も見かけました。2020 年には激しい民主

化デモが行われたことも記憶に残る中、バンコク都の

新しいリーダーがどのように選ばれるのかを見守りたい

と思います。 

図 5 バンコク都知事選挙が迫る街中の様子 
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